
平成２２年５月２８日

中央労働委員会事務局

第三部会担当審査総括室

室 長 鈴木 裕二

審査官 加藤 雄三

電話 ０３－５４０３－２２７９

F A X ０３－５４０３－２２５０

ニチアス不当労働行為再審査事件

（平成２０年（不再）第３０号）命令書交付について

中央労働委員会第三部会（部会長 赤塚信雄）は、平成22年５月28日、標記事件に係る命令書

を関係当事者に交付したので、お知らせします。

命令の概要等は、次のとおりです。

～労働者の退職後長期間経過した後に顕在化した個別労働紛争解決のための団体交渉の申入れ

に対し、使用者が、退職後長期間の経過や組合側の不穏当な言動等を理由に応じなかったこと

は不当労働行為に当たらないとされた事例～

退職後約２５年ないし５０年と長期間経過後に在職中の石綿暴露による胸膜プラークが判明

した退職者らにより組合が結成され、その補償等を要求事項として団体交渉が申し入れられた

事案に関し、かかる退職者につき労組法７条２号の「雇用する労働者」に準じて考える余地が

あり得るとしても、法的安定性及び同規定の適用範囲の明確性を損ないかねないほど長期間が

経過していることや、会社は法令上疾病とされていない胸膜プラークの出現者についても一定

の救済措置を既に講じていること及び団体交渉申入れに際して組合側に建設的な団体交渉の実

施に重大な疑念を抱かせるような不穏当な言動があったことなどを総合的に判断すれば、会社

が代理人弁護士を介した交渉の方途を別に用意しつつ、団体交渉を拒否したことには、同法７条

２号の「正当な理由」がないとまではいえず、会社が団体交渉を拒否したことは不当労働行為に当

たらない。

Ⅰ 当事者

再審査申立人 ニチアス株式会社（以下「会社」）（東京都港区）

従業員1490名（平成19年6月14日現在）

再審査被申立人 全日本造船機械労働組合ニチアス・関連企業退職者分会（以下「分会」）

組合員10名（平成19年6月14日現在）

全日本造船機械労働組合

組合員1226名（平成19年6月14日現在）

Ⅱ 事案の概要

１ 会社在職中に石綿に暴露する作業に従事した労働者らが、退職から長期間経過後に判明

した胸膜プラークについて、その補償等を求めて分会を結成した。

本件は、会社が、全日本造船機械労働組合関東地方協議会神奈川地域労働組合及び分会

から申し入れられた、分会の組合員（会社在職中の従業員はいない。）に対する胸膜プラー

クの補償制度の創設等を議題とする団体交渉に応じなかったことが、労組法７条２号の不

当労働行為に当たるとして、分会らから申立てがあった事案である。

２ 初審奈良県労働委員会は、会社に対して、本件団体交渉に応諾することを命じたところ、

会社は、これを不服として、再審査を申し立てた。



Ⅲ 命令の概要等

１ 主文

初審命令主文第１項（団交応諾命令）を取り消し、同項に係る救済申立てを棄却する。

２ 判断の要旨

(1) 分会は、会社が「雇用する労働者の代表者」に該当するか

ア 労組法７条２号が基礎として必要としている雇用関係には、①現にその関係が存続し

ている場合だけではなく、②解雇され又は退職した労働者の解雇・退職の是非（効力）や

それらに関係する条件などの問題が雇用関係の終了に際して提起された場合及び③雇用関

係継続中に個別労働紛争を含む労働条件等に係る紛争が顕在化していた問題について、雇

用関係終了後に、当該労働者の所属する労働組合が団体交渉を申し入れた場合も含まれる

と解される。

イ 本件は、上記ア①～③のいずれの場合にも当たらないが、労組法７条２号の規定を合

目的的に解釈すれば、労働者の退職後に顕在化した個別労働紛争解決のための団体交渉

については、退職前の雇用関係に起因して、退職者の生命・健康に関わるなどの客観的

に重大な案件に係る紛争が発生し、退職前に当該紛争が顕在化しなかったことにつき、

客観的に見てやむを得ない事情が認められるような場合には、同規定の「雇用する労働

者」に準じて考える余地がないではない。

ウ 胸膜プラークが法令上の疾病とされていないといった側面から見ればなお、胸膜プラ

ークが出現したこと自体を補償の対象とする本件紛争が客観的に重大な案件に係るもの

であるといえるかといった点につき疑問が残るが、胸膜プラーク出現者については、将

来的には中皮腫等の重篤な疾病が生じる可能性が否定できないこと及び胸膜プラーク出

現までの長期潜伏性等からすれば、上記イの場合に該当すると判断することも一応可能

であり、「雇用する労働者」に準じて考える余地があるといえなくもない。

(2) 本件団体交渉拒否には正当な理由がないか

本件においては、法的安定性・明確性の側面にかんがみると、団体交渉を義務づけるこ

とに疑問を抱かざるを得ないほど退職後長期間（約２５年ないし５０年）が経過している

ことに加え、会社は胸膜プラークが出現した者について健康管理手帳交付支援による重篤

な疾病の早期発見及び疾病が判明した段階での独自の補償等による救済措置を既に講じて

いること、会社に対し建設的な団体交渉の実施につき重大な疑念を抱かせるような言動が

分会ら側にあったことなどを総合的に判断すれば、会社が代理人弁護士を介した交渉の方

途を用意しつつ、分会らの本件団体交渉の申入れを拒否したことには、労組法７条２号の

「正当な理由」がないとまではいえないというべきである。

【参考】

初審救済申立日 平成19年４月５日（奈良県労委平成１９年(不)第２号）

初審命令交付日 平成20年７月31日

再審査申立日 平成20年８月８日（使）


